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日 子 子 第 6 5 7 号 

令和 8 年(2026 年)7 月 8 日 

 

日野市子ども条例委員会委員長 様 

 

日野市長 古賀 壮志  

 

 

「子ども・若者の意見表明の機会の創出」及び 

「子どもの権利侵害に対する相談・救済体制」について（諮問） 

 

 

 日野市子ども条例第 21条の規定に基づき、下記のとおり諮問します。 

 

記 

 

１．諮問をお願いする事項 

「子ども・若者の意見表明の機会の創出」及び 

「子どもの権利侵害に対する相談・救済体制」について 

 

２．諮問理由 

（１）子ども・若者の意見表明の機会の創出について 

平成２０年７月１日に施行された日野市子ども条例（以下「条例」と

いう。）は、子どもの権利として「参加する権利」を掲げています。こ

れは、子どもが自身の意見を表明し、社会に参加する権利を保障するも

のであり、本市における子どもの意見反映の基盤となっています。 

また、令和５年４月に施行されたこども基本法は、地方公共団体に対

し、こども施策の策定、実施、評価に当たって、こどもや若者等の意見

を反映させるために必要な措置を講じることを義務付けました。これ

は、子どもを単に施策の「対象」として捉えるのではなく、「政策形成

の主体」として位置づける大きな転換点となりました。 

近年、社会全体において、子どもや若者が自らの意見を表明し、それ

が施策に反映されることの重要性が高まっていることから、子どもや若

者が安心して意見を表明できる機会の保障と、その意見が尊重される環

境の整備について、貴委員会の知見を求めます。 
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（２）子どもの権利侵害に対する相談・救済体制について 

条例が掲げる、子どもの権利侵害に対して「安心して容易に相談や救

済を求めることができる体制」の実現に向け、市は令和６年度から「子

どもなんでも相談」を開設するとともに、「子どもオンブズパーソン」

を設置しました。 

本件については、前期の貴委員会からも、両事業の立ち上げを踏まえ

「双方の関係性の整理や調整を行い、引き続き子どもの権利保障・擁護

に資する体制の実現を目指すべき」との答申をいただいたところです。 

つきましては、両事業を本市の相談・救済体制の根幹として定着さ

せ、より実効性のある仕組みへと発展させるための具体的な在り方につ

いて、審議を求めるものです。 

 

３．答申の時期 令和 10年(2028年)3月末日 


